
公的年金の分かりやすい情報発信モデル事業について

■ 目的

本事業は、市町村における国民年金業務の適正かつ円滑な業務運営の推進及び被保険者や受給者等の
国民年金制度に関する理解促進を図るため、国民年金の手続や保険料納付促進を図るための動画・リーフ
レット等の作成や市町村の国民年金担当事務職員向けの業務支援ツールの作成及び通信研修をモデル実施
することを目的としている。
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■ 本事業のスキーム
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情報発信モデル事業検討会
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市町村国民年金事務
業務支援ツールモデルの作成

市町村国民年金通信研修モデル事業

若年者に向けた納付促進モデル事業

国民年金手続促進モデル事業
市町村用パンフレット・動画

※日本年金機構地域年金展開事業で活用

⇒あずさ監査法人が担当

⇒ＴＡＣ株式会社が担当

⇒株式会社電通パブリックリレー
ションズが担当


